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滋賀県DX推進戦略について

• 滋賀県基本構想で掲げる「みんなで目指す2030年の姿」
の実現に向けて、「暮らし」「産業」「行政」の３つの分
野でDXを推進し、地域・産業の持続可能な発展と県民の
暮らしをより豊かにすることを目的として、令和4年3月に
「滋賀県ＤＸ推進戦略」を策定

• 現行のDX推進戦略は令和６年度末までの３年間の計画と
なっており、これまで実施した取組の成果と課題、最新の
国の動向、県の動向、技術動向、社会情勢の変化等を踏ま
え、次の３年を見据えたDX推進戦略へと改訂を実施

滋賀県DX推進戦略資料 抜粋

2022年～

2024年

2025年～

2027年

2028年～

2030年

滋賀県DX推進計画
第１期

滋賀県DX推進計画
第２期

滋賀県DX推進計画
第３期
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戦略改訂のスケジュール
庁内協議、懇話会等を経て、各期の特別委員会で進捗を報告
１．改訂スケジュールの提示 (6月 特別委員会報告)
２．骨子案の提示 （9月 特別委員会報告）
３．素案の提示 （１1月 特別委員会報告）

➡令和7年3月 滋賀県DX推進戦略改訂・公表
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デジタル化、DXに関連する国の動向
・ 自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画【第3.0版】 (R6.4.24 改定)

システムの標準化・共通化の推進、マイナンバーカードの普及・利用の促進、県と市町村の連携によるDX推進 等

・ 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」 (R6.6.21 閣議決定)

目指すべきデジタル社会の実現に向け、方針、原則等を明記

目指す6つの姿、デジタル社会形成のための基本10原則、構造改革のためのデジタル原則、重点課題および対応の方向性 等

・ 地方自治法の一部改正 (R6.9.26 施行、一部 R8.4.1 施行)

他の地方公共団体、国と協力しシステム利用の最適化、セキュリティ措置に係る方針策定、公金収納デジタル化 等

・ データ連携基盤共同利用ビジョンの策定 (R6.5.10 デジタル庁 事務連絡)

様々な分野を超えたデータの連携・共有を行うためのデータ連携基盤の整備、共同利用に向けたビジョンを策定するよう要請

・ その他、各省庁が定める計画等の更新
例：国土強靭化基本計画の変更(R5.7.28 閣議決定) 「デジタル等新技術の活用による国土強靭化施策の高度化」を追記

・ 令和7年度 概算要求
総務省・デジタル庁：デジタル人材の確保、自治体情報システムの標準化・共通化、マイナンバー制度の推進 等 4



デジタル化、DXに関連する県の動向

・ 電子手続、電子収納の推進
オンライン手続数を拡大。 R3年度末 1,895件 -> R5年度末 2,259件 R6度末目標：2,400件

R5年度から電子収納の取り扱いを開始。R6.7.10時点で19件(県独自分)

・ 職員DX人材育成
デジタル技術を活用し、業務効率化、行政サービスの向上を主体的に行う職員を「DX推進チャレンジャー」として育成

マインドセット研修、スキルセット研修等を実施し、令和6年度末までに450人を育成

・ 業務効率化ツール（ローコードツール、RPA、AI-OCR等）の導入
専門的なデジタルの知識を持たなくても、アプリ作成やパソコン操作の自動化が行えるツールを導入し業務時間を削減
RPA：757時間削減、ローコードツール等を活用し内製化したシステム数：90件 等
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社会情勢の変化

・ 新型コロナウイルスが5類感染症へ移行(R5.5.8)

行動制限の撤廃等により、経済活動や社会交流が活発化。コンサートやスポーツ観戦などの大型イベントが再開し、
観光地にも多くの人々が訪れるようになった。飲食店や宿泊施設も客足が戻り、経済の回復が進んだ。

・ 人手不足の深刻化
労働人口の減少に加え、円安等に伴うインバウンド需要の増加、残業時間上限
規制等により人手不足が深刻化している。令和5年度の人手不足に起因する

倒産件数は313件となり、過去最多を記録した。

・ サイバー犯罪の増加
フィッシング詐欺やランサムウェア攻撃が多発し、個人情報の漏洩や企業の

業務停止などの被害が拡大している。また、オンライン詐欺や不正アクセスによる

金銭被害も増加している。令和4年度のサイバー犯罪の検挙数は 12,369件

となり、過去最多を記録した。特に、令和3年度、4年度で急増している。

(人手不足に対する企業の動向調査 2024年4月 帝国データバンク調べ)

年々増加し、
R3,R4で急増
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最新技術の動向

・ 生成AI
文書校正、文書要約、アイデアの提案等、幅広い業務での活用が進んでいる。

また、最新の生成AIでは、画像、音声等の多様な入力に対応し、感情表現も可
能。AIが「目」、「耳」、「感情」を持つことでより人間らしく振舞うようになり、業務を
効率化する「ツール」としてだけではなく、一緒に課題を解決する「パートナー」とし
て、様々な分野での活用が期待されている。

生成AIの課題

悪用リスク 生成AIを悪用したウイルス作成、詐欺等に悪用のリスク

ハルシネーション 実際には存在しない情報や架空の事実を提供

情報漏洩 入力した機密情報等が意図せず公開されるリスク

著作権侵害 生成された画像を利用し意図しない著作権侵害が発生
消費電力 データセンター向け電力需要が20年後に約12倍に増加

・ その他技術
(今後数年間で、急速に一般普及する可能性があるため動向注視）

6G、自動運転、Web3.0、メタバース、デジタルツイン 等

発表者
大勢を前にして少し緊張しています😱
私を勇気づけてほしい。

GPT4o(生成AI)
大丈夫、この会場であなたが大活躍
する準備はできている！魅力を存分
に見せつけよう！せっかくだし名前
も覚えてもらおう（笑）！

生成AI 音声対応
プレゼンの様子

https://www.city.toda.saitama.jp/soshiki/154/chatgpt.html#gpt

戸田市 AIを活用した応答サービス実証実験
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戦略改訂における基本的な方針

【参考】現行の滋賀県DX推進戦略の章立て

1.戦略策定の趣旨

2.位置付け

3.計画期間

4.基本理念

5.本戦略が対応すべき課題

6.めざすべき姿と、３年間で取り組む事項

「2030年の滋賀」

「2024年度末までの取組」

県の主な取組

７．取組を進めるうえでの基本原則

８．推進体制

・ 現行戦略を策定した令和4年3月からの状況の変化等を踏ま
え、追加・修正すべき内容を検討し改訂を実施

1. 最新の国の動向、県の動向、社会情勢の変化

2. 最新技術の動向

3. これまでの取組の成果、課題

4. デジタル社会推進懇話会委員からの意見

・ 「暮らし」「産業」「行政」の３つのDXの柱、およびそれらを支える
「基盤づくり」「人づくり」という基本構成は維持

・ 以下２つを新規追加。また、章立てを一部見直し
１．第１期戦略の総括 成果と課題
２．第２期戦略の方針

・ 各分野における具体的な取組および次の3年にかかる目標につ
いては素案段階で提示
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章立て(現行) 章立て(第2期戦略) 骨子での対応

1.戦略策定の趣旨 1.戦略策定・改訂の趣旨 社会情勢の変化を踏まえ記述を更新

2.位置付け 2.位置付け 「データ連携基盤共同利用ビジョン」を追加

3.計画期間 3.基本理念 変更なし

4.計画期間 計画期間を更新

5.めざすべき姿 変更なし

4.基本理念
6. 第１期戦略の総括 成果と課題
(新規) 第１期の総括(成果と課題)について記載する

とともに、第２期の方針を記載

5.本戦略が対応すべき課題 7. 第２期戦略の方針(新規)

6.めざすべき姿と、３年間で取り組む事項 8. ３年間で取り組む事項

・各種取組の詳細については素案段階で
提示

「2030年の滋賀」 「2030年の滋賀」

「2024年度末までの取組」 「2027年度末までの取組」

県の主な取組 県の主な取組

７．取組を進めるうえでの基本原則 9．取組を進めるうえでの基本原則
直近の国、県等の動き、課題等を踏まえ記述を更
新

８．推進体制 10．推進体制 変更なし

(統合)

滋賀県DX推進戦略改訂 骨子での対応
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6. これまでの取組の総括 - 成果 -

・地域の安全、地域活性化等、身近な暮らしの分野においてもデジタル活用が進んでいる

・産業界においても、人手不足等の解消に向け新たな取組が実施されている

・行政手続オンライン化により「いつでも」「どこでも」行政サービスが受けられるようになっている

・デジタルツールを活用し、庁内の業務効率化が実践できている

デジタル地域コミュニティ通貨

「ビワコ」による地域活性化

防犯アプリ「ぽけっとポリスしが」
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6. これまでの取組の総括 - 課題 -

・ DX実現に向けた3段階の中で、Step1が概ね完了し一部取組はStep2まで進んでいるものの、

最終目標であるStep3(DX)の実現には至っていない

・ サービス利用の促進のために、広報の強化、利用者目線の設計、あらゆる方が平等にデジタル化の

恩恵を受けられるようにする教育・環境整備、安心・安全に活用いただく仕組づくりが必要である

・ 積極的にデジタル技術を活用している主体がある一方で、人材不足等の要因により DX が進まな

いという主体もある。DX の実現に向けて、意識変容、人材の育成等の対応が必要である

本戦略におけるDXの定義

組織内部の文化や意識の変革を引き出しながら、テジダル技術を

活用して、施策やビジネスモデルを新たに創出または柔軟に組み

替え県民の暮らしを豊かにすること

滋賀県景況調査結果 報告書 令和 5 年度 第 4 四半期より抜粋

※調査対象：県内に事業所を有する企業
（業種：製造業、建設業、卸売業、小売業、サービス業 回答数：47８者）
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Step1 デジタイゼーション
(Digitization)

アナログ・物理データのデジタル化

Step2 デジタライゼーション
(Digitalization)

個別の業務・製造プロセスの
デジタル化

Step3 デジタル
トランスフォーメーション
(Digital Transform)

組織横断全体のデジタル化、事業・
ビジネスモデルの変革

DX実現までの3段階



１．戦略策定・改訂の趣旨

『滋賀県基本構想』で掲げる「みんなで目指

す2030年の姿」の実現に向け、地域や産業の

持続可能な発展と県民の暮らしをより豊かに

する新たな価値創造を、「暮らし」「産業」

「行政」の各分野のDXにより実現するため、

今後３年間の集中的な取組として示すもの。

２．戦略の位置付け 3．基本理念

人が人らしく生活し続けられるデジタル社会の

実現をめざし、三つの基本理念を大切に「未来

へと幸せが続く滋賀」をつくっていきます。

・県民の暮らしを健康でより豊かにし、地域社

会の持続的発展につながる新たな価値創造

・誰一人取り残さない

・安全・安心で人にやさしい

滋賀県ＤＸ推進戦略改訂の骨子（概要版）

本戦略における「DX」の定義

組織内部の文化や意識の変革を引き出しながら、デジタル技術を活用して、施策やビジネスモデルを新たに創出または柔軟に組み替え、県民
の暮らしを豊かにすること

・県民・企業・大学・行政等がICT・データの

利活用の促進やDXの取組についての方向性を

共有し、連携を深めていくためのビジョン

・『官民データ活用推進基本法』に基づく

『都道府県官民データ活用推進計画』

・『デジタル社会形成基本法』に基づく取組

・分野を超えたデータの連携・共有を行うための

データ連携基盤整備、共同利用に向けたビジョン

(新規) ６. これまでの取組の総括

成果
課題

・地域安全、地域活性化等、暮らしの分野でデジタル活用が進んでいる
・産業界では、人手不足の解消等に向け新たな取組を実践している
・行政手続のオンライン化が進み「いつでも」「どこでも」
行政サービスが受けられるようになってきている

・デジタルツールを活用し、庁内の業務効率化が実践できている

・DX実現に向けた3段階の中で、Step1が概ね完了し一部取組はStep2まで
進んでいるものの、最終目標であるStep3(DX)の実現には至っていない
・サービス利用の促進のために、広報の強化、利用者目線の設計、
あらゆる方が平等にデジタル化の恩恵を受けられるための教育・環境整備、

安心・安全に活用いただく仕組づくりが必要である
・積極的にDXを進める主体とそうでない主体の差が拡大している

変更なし

物価高、人材不足などの昨今の

社会情勢を反映させる

期間変更

情勢変化の項目追加

4．計画期間

令和7年(2025年)４月から

令和10年(2028年)３月までの３年間

ＤＸ推進戦略

2024年までの3年間

次期ＤＸ推進戦略

2027年までの3年間

その次のＤＸ推進戦略

2030年までの3年間

デジタル技術の進展
新しいサービスの登場

社会変革のスピード等を考慮し今後３年間の戦略としています。

5．めざすべき姿

行政のDX暮らしのDX 産業のDX

基盤づくり/ひとづくり

デジタル社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進することで、
「暮らし」「産業」「行政」の領域と、それを支える
「基盤」「ひとづくり」において、2030年を目途に実現をめざします。

3本の柱 + 基盤 の構成に変更なし

策定時(R4.3)からの情勢変化
・新型コロナ5類移行
・人材不足の深刻化
・サイバー犯罪の増加
・生成AI等、新技術の出現

データ連携追加
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7．第2期戦略の方針 (案)

滋賀県ＤＸ推進戦略改訂の骨子（概要版）

10．推進体制

(1)庁内における推進体制・進捗管理

9．取組を進めるうえでの基本原則

１．オープン・透明で公平

２．安全・安心で強靭

３．新たな価値創造や地域課題の解決に向けた取組

４．目的達成に向けて迅速で柔軟な発想・設計

５．誰もが参加しやすい、利用しやすいもの

６．デジタル技術を活用して「届ける」

(2)多様な主体との連携・協力

・滋賀県デジタル社会推進本部において、本戦略に基づく施策を推進

・『滋賀県DX推進戦略実施計画』の目標等について進捗管理を行う

・『滋賀県地域情報化推進会議』における情報交換

・スマート自治体滋賀モデル研究会における調査研究および共同調達

・『DX官民協創サロン』における協働 等
表記変更はしないが、「デジタル社会の実現に向けた重点計画(デジタ

ル庁)」で掲げられている基本原則と合致していることを再度確認 変更なし

１．DX実現に向けた着実な取組の推進

・県民の利便性向上につながるシステム整備、運用

・業務効率化、行政サービス向上施策を着実に実施

・生成 AI 等の新技術の活用

２．誰もが安心して活用できる環境の整備

・デジタルデバイド対策

・セキュリティ対策

・広報の強化、利用者目線の設計

３．国、県、市町、事業者等が連携し一体となって

滋賀県のDXを実現

・県、市町共同でのデジタル人材の確保・活用

・「DX官民協創サロン」の活用

・データ連携基盤の利活用

・オープンデータ推進

１．人口減少社会への対応

➡少子高齢社会への対応

２．新たな日常への対応

３．進展する技術への対応

４．データの連携・利活用

５．デジタル人材の確保

６．デジタル格差の是正

７．セキュリティへの対応

・ 現行戦略「本戦略が対応すべき課題」を解決すべき対象として記述

・ 「高齢社会を支える」という観点を追加

・ データ連携を推進するため表題に明記

解決すべき重点課題

2022
(R4)

2030
(R12)

2024
(R6)

2027
(R9)

第1段階 デジタイゼーション

第2段階
デジラタイゼーション

第3段階
デジタル

トランスフォーメーション
現時点
⇩

第2期目標

⇩

最終目標

デ
ジ
タ
ル
化
の
恩
恵
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８．3年間で取り組む事項

デジタル社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進することで、「暮らし」「産業」「行政」の領域と、それを支える「基盤」

「ひとづくり」において、2030年を目途に実現をめざします。

基盤づくり 【誰もが利用できる、参加できる環境の整備】（情報セキュリティ対策の強化、データ連携基盤の利活用 等）

ひとづくり 【デジタル人材の育成・活躍】（ＤＸ人材育成、セキュリティ人材育成 等）

※具体的な施策や数値目標は、『滋賀県ＤＸ推進戦略実施計画』において定めます。

行政の
DX

すべての県民が、健康で快適な暮らしと環境に配慮した、豊かな生活を実感

高付加価値化や省力化、生産性・安全性の向上による、持続可能な産業を実現

暮らしの
DX

産業の
DX

時間や場所を問わない、ワンストップで県民本位の行政サービスが実現

【農林水産業】 誰もが楽しく、やりたくなる（スマート林業・スマート農業の推進、スマート水産業の担い手確保 等）

【商工業】 新たなサービスや製品が生まれている（中小企業等のデジタルシフト 等）

【観光業】 持続可能な観光地づくりの推進

【建設業】 生産性・安全性向上や働き方改革の実現（i-Construction の促進）

【エネルギー・環境】 気候変動への対応と環境負荷の低減（環境に配慮した経済の持続可能性、デジタルによる環境負荷低減）

【デジタルファースト】 提供者視点から利用者視点へ行政サービスの変革（説明会等のオンライン化 等）

【デジタルシフト】 変わる滋賀 変わる行政 デジタル化（着実なＤＸ推進体制 等）

【EBPM】 思い込みをなくした客観的な取組の推進（デジタル広報、属性に応じた情報提供 等）

【医療・福祉】 本人を真ん中においた切れ目のないサービスの実現（医療・福祉の情報共有、介護現場等の環境改善 等）

【歴史・文化・スポーツ】 誰もが居場所や生きがいを持ち、学び親しめる（学習・スポーツにおけるオンライン活用 等）

【子ども・若者】 子どもを真ん中においた社会づくり

【教育】 たくましく、しなやかに生きる力を高めている（子どもの学びのデジタルシフト）

【社会インフラ】 生活や産業活動を支える（地域交通の利便性向上と最適化、社会インフラのデジタルマネジメント）

【防災・災害対応】 デジタル技術とデータの利活用が進み、自然災害への備えが進んでいる

【防犯・安全】 地域とつながり、安全・安心な生活（アプリ・SNS等を活用した安全・安心情報の把握と提供 等）

【観光・地域活性化】 多様な人がつながり、活躍できる（関係人口化 等）

新規テーマ追加

・ 子ども・若者

安全・安心に出産や子育てができ

る社会、また、子ども中心の社会

づくりをDXも活用しながら実現

する

・ 防災・災害対応

能登半島地震、南海トラフ地震臨

時情報の発令等を受け、防災・災

害対応におけるデジタル活用につ

いてにより重要事項として扱う

（「防災・防犯」カテゴリを分割）

・ 観光業

「観光・地域活性化」カテゴリを分

割し、「観光業」を産業DXに移動
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自治体DX推進計画等の概要
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デジタル社会の実現に向けた
重点計画（概要）
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地方自治法の一部を
改正する法律の概要
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データ連携基盤共同利用ビジョンの策定について

データ連携基盤共同利用ビジョン
の構成要素イメージ

都道府県への依頼事項

地域内におけるデータ連携基盤の有効活用の観点から、都道府県及び市区町村間にて現況把握・
位置づけの整理等を実施し、令和６年度内に以下ビジョンの策定を検討していただきたい

１．データ連携基盤の現況

• 誰（事業者）が構築し、何の分野・サービスにおいて、どのようなデータについ

て、どのように基盤が活用されているか

２．方針例

• 県主導で積極的に構築し、市町村に対して提供する。

• 県独自には当面構築せず、＊＊町が構築した既存の基盤を共同利用すること

を基本として、他の市町村による利用が生じたときには県が主導で調整を行う。

• ＊＊市が構築した既存の基盤を都道府県に移管し、広域に提供するための改

修を加える。

３．考慮事項

• 取り扱うデータの内容、DB等の容量、対象規模、費用負担、データ連携方法

の精査（見直し含む）

４．方針を踏まえた当面の対応スケジュール（年度単位の取組）

• 2025年度より向こう３年以上

＜R6年度中にお願いしたいこと＞

• 都道府県は、市区町村が保有するデータ連携基盤の整

備状況や当該基盤の機能・用途等について現状把握を

行うこと。

• 市区町村がデータ連携基盤の新規利用を検討する際、

都道府県に相談をできるような体制を築き、基盤の乱

立抑制・共同利用を促す”ハブ”としての役割を担い、市

区町村が過分な投資をせずに既にある基盤を有効活用

できるようサポートすること。

• 関係する市区町村とよく協議の上、データ連携基盤の有

効活用／複数団体による共同利用や将来的な整理統

合も含めた中長期的な方針を策定すること。

※図はイメージです

R6.5.10 デジタル庁事務連絡抜粋
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国土強靭化基本計画
の変更（概要）抜粋
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